
事 業 概 況 （令和７年３月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

 

令和６年度労災保険業務機械処理の令和７年３月末現在における保険給付支払総額は 7,188億円で、前年同期に比べて

0.1％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 3,156億円で 43.9％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 2,543億円で 35.4％を占めている。以下、休業補償給付が 13.7％、障害補償一時金が 4.1％、遺族補償一時金が 1.3％、

介護補償給付が 1.1％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、遺族補償一時金が 14.9％増、二次健康診断等給付が 6.0％

増、療養補償給付が 1.1％増、障害補償一時金が 1.0％増、介護補償給付が 0.9％増となっているのに対し、葬祭料が 6.1％

減、年金等給付が 1.4％減、休業補償給付が 0.7％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 2,518 億円で 35.0％、「建設事業」が 1,933 億円で

26.9％、「製造業」が 1,594億円で 22.2％となっている。以下、「運輸業」が 11.2％、「鉱業」が 2.4％、「林業」が 1.4％、

「船舶所有者の事業」が 0.5％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「船舶所有者の事業」が 4.9％増、「漁業」が 4.6％増、「その他

の事業」が 2.1％増、「運輸業」が 1.5％増となっているのに対し、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 9.4％減、「鉱

業」が 6.2％減、「林業」が 3.8％減、「建設事業」が 1.6％減、「製造業」が 1.5％減となっている。（第２表） 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 719,456,456 100.0 0.6 718,801,815 100.0 0.1 △    

療 養 補 償 給 付 251,384,451 34.9 4.1 254,259,787 35.4 1.1

休 業 補 償 給 付 99,292,667 13.8 2.4 △    98,592,580 13.7 0.7 △    

障 害 補 償 一 時 金 29,266,288 4.1 4.2 29,564,235 4.1 1.0

遺 族 補 償 一 時 金 8,155,570 1.1 3.8 9,370,491 1.3 14.9

葬 祭 料 1,901,246 0.3 6.5 1,785,661 0.2 6.1 △    

介 護 補 償 給 付 7,804,869 1.1 0.6 △    7,874,208 1.1 0.9

年 金 等 給 付 320,027,632 44.5 1.4 △    315,633,472 43.9 1.4 △    

二 次健 康診 断等 給付 1,623,732 0.2 10.5 1,721,382 0.2 6.0

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

　　　合計が合わない場合がある（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っているため、
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第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況



 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 1,758億円で 55.7％と最も大きく、次いで障害補

償年金が 1,207億円で 38.3％、傷病補償年金が 191億円で 6.1％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 1,029億円で 32.6％、「製造業」が 876億円で 27.8％、

「その他の事業」が 699億円で 22.1％となっている。以下、「運輸業」が 11.3％、「鉱業」が 3.6％、「林業」が 1.6％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ 0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 719,456,456 100.0 0.6 718,801,815 100.0 0.1 △    

林 業 10,348,501 1.4 3.3 △    9,954,132 1.4 3.8 △    

漁 業 1,801,688 0.3 6.9 △    1,884,351 0.3 4.6

鉱 業 18,269,104 2.5 7.9 △    17,145,375 2.4 6.2 △    

建 設 事 業 196,547,188 27.3 0.0 193,345,570 26.9 1.6 △    

製 造 業 161,851,128 22.5 0.0 159,419,739 22.2 1.5 △    

運 輸 業 79,351,342 11.0 1.3 80,515,202 11.2 1.5

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,594,973 0.2 1.0 1,445,224 0.2 9.4 △    

そ の 他 の 事 業 246,538,608 34.3 2.4 251,782,241 35.0 2.1

船 舶 所 有 者 の 事 業 3,153,924 0.4 2.0 △    3,309,982 0.5 4.9
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第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和5年度　6年3月末 令和6年度　7年3月末

令和6年度　7年3月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 120,734,512 175,789,518 19,109,441 315,633,472 100.0

林 業 1,433,855 3,351,939 213,620 4,999,414 1.6

漁 業 302,716 917,138 16,311 1,236,165 0.4

鉱 業 1,105,699 9,017,862 1,365,472 11,489,033 3.6

建 設 事 業 31,705,734 64,301,129 6,921,393 102,928,255 32.6

製 造 業 42,603,541 41,737,534 3,308,638 87,649,713 27.8

運 輸 業 13,595,756 19,979,183 2,061,512 35,636,452 11.3

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
194,602 577,182 40,209 811,992 0.3

そ の 他 の 事 業 29,500,779 35,209,938 5,148,847 69,859,564 22.1

船 舶 所 有 者 の 事 業 291,830 697,613 33,440 1,022,884 0.3

構 成 比 38.3% 55.7% 6.1% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況



保 険 料 

 

  令和６年度労災保険業務機械処理の令和７年３月末現在における保険料徴収決定済額は 9,472億円で、前年同期に比べ

て 2.3％増となっている。保険料収納済額は 9,327億円で、前年同期に比べて 2.5％増となっている。また、収納率につい

てみると 98.5％となっており、前年同期に比べて 0.2ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 4,684億円で 49.4％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 2,140 億円で 22.6％、「製造業」が 1,627 億円で 17.2％を占めている。以下、「運輸業」が 8.1％、「船舶所有者

の事業」が 1.4％、「林業」が 0.6％、「漁業」、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.2％とな

っている。（第４表） 

 

 

区　分　

令和5年度 令和6年度 令和5年度 令和6年度 令和5年度 令和6年度

　業　種 6年3月末 7年3月末 6年3月末 7年3月末 6年3月末 7年3月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 925,970,733 947,171,456 100.0 2.3 910,084,304 932,721,990 100.0 2.5 98.3 98.5

林 業 6,006,839 5,351,787 0.6 10.9 △  5,837,727 5,162,533 0.6 11.6 △  97.2 96.5

漁 業 2,022,437 2,048,861 0.2 1.3 1,955,110 2,007,889 0.2 2.7 96.7 98.0

鉱 業 2,589,780 2,223,000 0.2 14.2 △  2,462,856 2,084,719 0.2 15.4 △  95.1 93.8

建 設 事 業 206,801,315 214,012,066 22.6 3.5 201,905,300 210,475,926 22.6 4.2 97.6 98.3

製 造 業 163,534,074 162,721,149 17.2 0.5 △   161,515,181 160,920,952 17.3 0.4 △   98.8 98.9

運 輸 業 77,181,774 76,642,634 8.1 0.7 △   74,933,548 74,385,303 8.0 0.7 △   97.1 97.1

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,237,274 2,243,259 0.2 0.3 2,234,058 2,241,454 0.2 0.3 99.9 99.9

そ の 他 の 事 業 451,509,375 468,370,699 49.4 3.7 445,442,374 462,111,376 49.5 3.7 98.7 98.7

船舶所有者の 事業 14,087,865 13,558,002 1.4 3.8 △   13,798,149 13,331,839 1.4 3.4 △   97.9 98.3

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

構成比
対前年
同　期

増減率

構成比
対前年
同　期

増減率


